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1 　問題の所在

　初期社会科から1955年の改訂学習指導要領への移行の持つ意味については、早くか
ら様々な角度から考察が行われた。例えば、19４7年版「学習指導要領社会科編Ⅱ（試

案）」の担当者の一人である馬場四郎は19６1年の論文「社会科の発展」（1） のなかで次
のようにこの移行を結論づけた。

昭和２２年版、昭和２６年版に対して、昭和３０年版、昭和３３・３４年の指導要領は、社
会科の性格を一変させ、形態としては生活主義・総合主義の社会科から、系統主
義・分野別に分化された社会科に変質してしまった。このような指導要領の拘束
下において、もはや教師の自主的な創造力に満ちた地域教育計画や、問題解決学
習を自由にまた積極的に展開する可能性は失われてしまうものといえよう。

　初期社会科の「生活主義・総合主義」から「系統主義・分野別社会科」への転換を
この移行は意味しており、また別言すれば「問題解決学習」から「系統学習」への転
換である。これが馬場の結論であり、馬場はこの移行のなかに「いったい社会とはど
ういう教科なのか」という観点から、「二つの社会科観」を見ているのである。この
移行についての馬場のような把握は多くの論者に共通しているといえるが、しかし、
その位置づけとなると、必ずしも一様ではない。馬場の前掲論文が収録されている岩
波講座『現代教育学』第1２巻のなかに大槻健「社会認識の構造」という論文がある。
このなかで大槻は、初期社会科の社会認識の方法の特徴として、「社会機能主義」、「相
互依存」、「同心円拡大主義」の三つをとりあげ、それぞれ批判している。特に「同心
円拡大主義」については、「子どもの社会を見る眼が、同心円的に、身のまわりの身
近なところから、しだいに拡がっていくものである」とする考え方であると理解した
うえで、

このような社会認識のし方は、まったく誤りだといっても過言ではあるまい。日
本の政治の構造を理解させるのに、身のまわりのことからというので、学級自治
会の機構をもち出すことからはじめるという学習形態がよく見られるのは、こう
いう誤った拡大主義社会認識によるからであろう。また、このような社会認識は、
つねに自分の「生活」だけが出発点とされ、また帰すう点だという生活主義によ
るものであると考えられる。複雑な要素のいりくんだ「生活」的な要素をできる
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だけ捨象して、客観的に実在する法則の理解を、論理的につみ重ねる学習でなけ
れば、科学的社会認識の形成とはならないのではないか。

と批判した（２）。大槻の、社会科における科学的社会認識という観点よりすれば、この
転換は、一見すると確かに「系統学習」への転換のように見えるが、「文部省の企図
する「系統学習」化」には問題点が含まれており、これには「社会科学科としての社
会科」を対置する必要がある、ということになる（３）。しかし一旦、社会科学習の実際
に立ち入ると、「客観的に実在する法則の理解を、論理的につみ重ねる学習」とはど
ういう学習なのか、そもそも「客観的に実在する法則」とはどういうものなのかとい
う疑問にすぐさまつきあたることとなる。この「客観的に実在する法則」を明らかに
するのが、社会科学であり、そのような社会科学の成果を授業に反映すれば、科学的
な社会認識を形成することになるのだ、といっても簡単ではない。これについて大槻
も

社会科学と一口にいっても、それにはいくつかの流派があって、完全に決定的な
科学があるかという疑問がある。たとえば経済学には、マルクス経済学と近代経
済学があり、おのおのその方法論を異にしている。�そのいずれに依拠するかは、
立場によって異なるのではないか。そうしたものを教育にもちこむことには問題
があるのではないか。また社会科学といっても、社会科学一般はない。あるのは
社会諸科学といわれる個別科学にすぎないのではないか。それらの個別科学をど
の範囲まで教育にもちこんでくるのか　�などの疑問が多い。

といわざるをえない（４）。しかしこれではどうやって大槻のいう「客観的に実在する法
則の理解を、論理的につみ重ねる学習」が可能となるのか。社会科学の成果といって
も立場によって異なり、それを教育にもちこむのは問題があるとしたら、そもそもこ
のような「科学的社会認識の形成」自体が不可能であるということになる。万人に共
通する「客観的に実在する法則」自体が存在しないことになるからである。
　これに対して大槻は、「いずれの社会諸科学も、その対象とする領域の窓口をとお
して、社会の本質は何であるかを法則的に明らかする成果を生みつつある」ので、そ
の「成果の共通項」をとりだしてくれば方法論や立場が異なっていてもそれを否定す
ることはできないので、教育にもちこむのは差支えない、としている。だが、こういっ
たからといってこの問題に何らかの結論がでたかというと、まったくそうではない。
なぜならいったい「共通項」とは何か、そもそもそのようなものが本来存在するのか
という問題にたいし何ら答えていないからである（5）。このような社会科学についての
根本的な疑問について、大槻をはじめ教育研究者は独自の考察をつみ重ねているので
あるが、これらについては当然のことながら以前から社会科学論として研究が進めら
れていたのであり、それは社会科学者ならば何らかの形でこの問題に関与せざるをえ
ないからである。ではこのような社会科学の根本的な問題について社会科学者はどの
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ように考えていたのかを高島善哉を例をとりあげ、社会科と社会科学の関係について
考えてみたい。

2 　高島善哉における社会科と社会科学

（ 1）社会科教育の方法

　高島善哉（19０４－199０）は、東京商科大学を卒業した後、大学に残り、経済学の研
究を続け、19４1年に『経済社会学の根本問題─経済社会学者としてのスミスとリス
ト』を発表し、学会に大きな影響を与えた（６）。のちに「『経済社会学の根本問題』は、
大塚（久雄）、大河内（一男）その他若干の人のものとともに、戦時の荒野にもえつづ
けてわれわれを導いてくれた尊い学問の火であり、終戦と日本の変革過程をつらぬい
て今日の新しい学問の土台をきずきあげたものである」（7） と評価されているように、
日本を代表する社会科学者の一人である。敗戦後には、ジャーナリズムのうえでも戦
後民主化について積極的に意見を述べており、教育改革については論文として発表し
たものは僅かであるが、これ以外にも討論会、座談会などに招かれて発言している。
それらの量は多くないが、主にそのような発言をとりあげて、社会科と社会科学をめ
ぐるこの課題に接近したい。
　19４7年の ２ 学期より戦後民主化を象徴する新しい教科として社会科はスタートする
のだが（８）、それと同時に社会科に対する批判も開始される。19４7年版「学習指導要領
社会科編Ⅱ（試案）」を中心的に作成した勝田守一は、数ある社会科への批判のうち、
最も徹底したものとして二十世紀研究所で行われた討論会をあげている（9）。これは社
会学者清水幾太郎が主宰する二十世紀研究所が、19４８年 1 月に実施したもので、教育
学者、社会科学者、現場の教師、文部省の担当者（勝田守一）が一堂に会してそれぞ
れの立場から発言して社会科の検討を行った（1０）。この出席者の一人が高島で、高島
は清水に乞われて二十世紀研究所の所員となっていたのである。この討論会が行われ
た19４８年には、二十世紀研究所より「二十世紀教室」シリーズの「 ６ 」として『経済
社会学の構想』を刊行している（11）。
　この討論会は、文部省の担当者としての勝田による社会科の出現の経過、社会科の
目標の説明をいわば基調報告として討論が展開していく。社会科の成立に際して、ア
メリカ合衆国におけるソシアル・スタディー、とくにバージニア・プランが大きな影
響を与えているという指摘がなされ、バージニア・プランの問題点をめぐって論議が
進行した。これについて高島は、つぎのように述べている（1２）。

僕は素人で、ヴァージニア・プランは知りませんが�、本当の社会科は歴史的な
見方によるのではないといけない�日本の教育制度で考えることはまず歴史的に
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ものを観察することが必要じゃないかと思うのです。
　さらに勝田の「子供たちが自分自身でものの考え方を成長させて行き、現実に触れ
て客観的な現実認識を育てて自分自身の意見なり立場なりを作って行くように育てる
ことが大事」という発言に対して、「ほんとうの意味の客観性は歴史的客観性でなけ
ればならない。つまりわれわれが物事を歴史的に観察すればするほど何をすればいい
かがわかって来る」と指摘している。しかし、これは一見すると日本史や世界史など
の歴史教育の重要性を主張したもののようにも思えるが、実はそうではなく社会科自
体に歴史的な見方が必要なことを述べたものである。だから続けて次のように発言し
ている（1３）。

（社会科では）自分で社会そのものをていねいに観察するようにしむけるべきだ
と思う。それが高学年に行くに従って別の態度が入ってこなれればならない。即
ち日本民主主義革命の現状においては市民社会を建設するのが当面の目的だから
もし市民的関係がまだ十分に出来ていないとすれば、なぜそうなっていないかを
やはり徹底的に教えて行く、つまり同じものを見ても学年よってその見方が違う
から上に行くに従ってヒストリッシュな教え方をする。歴史的にものを観察する
ことは具体的なものの観方で、だから難しい、だから高学年に行くに従って日本
の明治維新はこうだったとかということを取り入れていかなくちゃあ、いまのや
り方はこうした歴史的見地がない。だから平面的になっていると思う。

　高島は、子どもたちが社会を自分の目で観察することから社会科は出発すべきであ
ると考えている。このように児童・生徒の主体的な思考を社会科の出発点とする考え
方は、高島の一貫した社会科観であり、このような戦後社会科のあり方を後年次のよ
うに高島は高く評価している（1４）。

これまでの社会科教育には、生活を通して考えるという面があったと思う。これ
はたとえば生活綴方運動のなかにはっきり出ている。�戦後の社会科教育には、
なるほどいろいろな欠陥もあったであろう。だが、それにはまたそれで、かけが
えのないほど貴重なものがあるにちがいない。

　しかし、それはまた反面では次のような批判（15） を含むものであった。
私は戦後の教育で批判なされなければならないと思うのは、一時に全部を云おう
とした教師の考え方だと思う。結論をいそぐというか生徒に考えさすより、結論
を与えようとしているのではないか。生徒が自分で考えていけるような頭と態度
を育てるのが必要だと思います。

　「社会を自分の目で観察する」というのは、いわば現状分析のようなものであり、
高学年に進むにつれて歴史的な見方をさせて、物事を立体的にとらえるようすること
が重要だと高島は続ける。ただその理由については本書が討論会の記録であるという
性格から、後段の論旨に明瞭さを欠いている。このため、高島が「自分で社会そのも
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のをていねいに観察する」ことが、具体的なものの見方であるために、難しいから、
それにより歴史的な見方が必要となってくると言っているのか、或いは歴史的な見方
というのは具体的なものの見方であり、そのことが難しいから高学年でないと行われ
ないと言っているのか、という点については判断しがたい。だが論旨の中心は、日本
社会のあり方を追求していくと市民社会の未成立という問題に行きつくこと、その問
題は歴史的にとらえないと理解できないという点にある。高島は社会の認識とは市民
社会の認識であると主張しているのである。

（ 2）社会科学についての基本的な考え方

　日本における市民社会の未成立という問題は、たんなる理論的な要請という問題で
はなく、「我々日本人は明治の初年から欧米の社会諸科学をせっせと輸入しつづけて
きたが、今日にいたるまでに、果してどこまで市民社会のパトスとエトスとロゴスと
を身についたものとして学び取ったか。家族生活と国家生活の外にどこまで公けの市
民生活を体験することができたか」という実感に支えられた問題であった（1６）。ドイ
ツの哲学者ヘーゲルの「家族─市民社会─国家」という定式（17） のうち、市民社会に
おける市民としての生活が欠如しているというのが高島の実感であった。
　この「市民社会（civil society）」とは、「何よりもまづ人間の経済関係特に十七、八
世紀の頃、中世的束縛から経済的政治的文化的に解放されて生成し来ったところの近
代社会関係」（1８） のことであり、「人間社会の特定の時代的存在形式」であった（19）。そ
して「社会の論理を求める科学としての社会学の成立は、近代的な市民社会の成立と
ともに可能となった」（２０） のであり、「社会科学の固有の研究対象は近代の市民社会で
あるといってよい」（２1） のである。国家とはことなる領域としての市民社会の定在こ
そが社会科学の基盤なのであり、社会科学の成立根拠なのである。このような市民社
会の不定在が日本社会の特徴であった。しかし、市民社会の建設が課題として意識さ
れる背景には、不十分であっても「市民的関係」が次第に出現しつつあったと考えら
れる。大正の末期においては、「civil society」と翻訳されるドイツ語の「bürgerliche 
Gesellschaft」を日本語に翻訳するにあたり、「取り分け濃厚な歴史的背景とそれに伴
う内容の複雑味とをもっているこの様な言葉の反訳は、厳格な意味においては不可能
というべき」（２２） とさえいわれていたのである。それは、究極的にはこの言葉を理解
する社会的基盤が存在しなかったためであるが、その後徐々に「市民社会」という言
葉が広がっていくことのうちに、市民的関係の拡大をみてとることができる。
　このような議論の中から、社会科と社会科学の関係が次第に問題となってくる。出
席者の一人である馬場四郎は現在世界で行われている社会科を ３ つに類型化する。そ
れはアメリカのソシアル・スタディーズ、ドイツのハイマート・クンデという地域性
が濃厚のもの、イデオロギー色が強く、共産党の政策という政治的なものを含んでい
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るソ連のものであるが、このうち日本に率直に取り入れることができるのは、アメリ
カのソシアル・スタディーズがもっとも自然ではないかとした。これに対して高島
は、「ソシアル・サイエンスというものを社会科の先生がよく勉強することが根本で
す」としたうえで、次のように述べている（２３）。

そもそもアメリカ人のいうソシアル・サイエンス、ドイツ人のいうソシアル・サ
イエンス、ロシア人のいうソシアル・サイエンス、その考え方はみな違うと思う。
それがさきほどの三つの原型だと思う。そういう根本的な考え方の相違があると
思うので、その相違をわが国でどういう風に取り入れるかの問題だと思う。さき
ほどアメリカのソシアル・スタディスの考え方が一番無難だといわれましたが私
は必ずしもそうだとは思わない。そのまま日本に取り入れることは問題で日本に
は日本人の一つの社会科学的な考え方があってもいいと思う。�そういうように
社会科学というものを日本の社会科を担当する人がどれほど理解するか、日本の
基盤の中でどういう方法でこれを原理的に掴むかということをもっと強調してい
かねば皆の考えが技術的なことにこだわってしまって発展しないないのではない
か、という感じがするのです。

　これに対して、清水幾太郎は、では日本で生まれるべき社会科学とはどのようなも
のかその概要について示すように高島に促したが、高島は「日本の民主主義革命」を
どうとらえるかが基本である、と述べただけで、それはわれわれの今後の課題である
とするにとどまった。しかし、日本における市民社会の未成立という問題を中心に据
えて研究を続けてきた高島にとっては、「経済社会学」という発想自体が社会科学の
日本化を意味するものであったはずである。しかしこのような社会科学の日本化は大
きな困難が伴うことも明らかであり、その困難を避けるために、社会科学を実証的方
法として捉えたり、また三つの社会科学の「最大公約数」を取り入れるという考え方
が生まれるが、これにも高島は反対する（２４）。

最大公約数という意味の問題になるが、見方によってはある限界のなかでそれは
一致する点があるといえるかも知れない。ところがよく考えてみると、そのある
限界の中で整理するときにすでに方向が違っている思うのです。それはアメリカ
的な社会的立場、ドイツ的国家観、ソヴィエトの立場�どこかで一致するものが
あるといえるかも知れないが�それを三人の違った立場の人が教材として使う場
合に力点の置き方が違うと思うのです。ですから、どちらの方向に持って行くか
方向が明らかに与えられていると思う。だから厳密にいえば最大公約数がないと
いった方がいいとおもうのです。

　この社会科学に「最大公約数」は存在しないという発言は、「最大公約数」という
考え方自体が社会科学にそぐわないという高島の見解に基づいている。これについて
は、19４８年1０月文部省が教科書として発行した『民主主義（上）』をめぐる座談会（２5）
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における次のような高島の発言にも明確に表れている。
（『民主主義（上）』は）どうしても教科書というスタイルを抜けきらないと思い
ます。ところが社会科学の問題は教科書という体裁では扱いきれないのです。と
いうのは社会科学において国定的な立場、官許思想というものはありえない。本
書にはいろいろな立場の公約数を作ろうとする努力が現れているから教科書的に
なるのですれけども。だから、これを使う場合には、先生自身がこの書物の立場
に対して、先ず批判的になることが第一。社会科学では教科書はあり得ないので
す。本当に生きた社会科学の教科書はあり得ない。という考えを先生にもってい
ただきたいと思います。

　ここで高島は、社会科学においては、ある特定の立場、思想のみを正しいものとし
て公認することはできないということともに、最大公約数としての教科書の存在を否
定している。それは「社会科学の問題は教科書という体裁では扱いきれない」からで
ある。このように高島が強調したのは、敗戦による価値観の混乱のなかで、すぐさま
よりどころを求める教師の存在を意識していたからであろう（２６）。それでは一体社会
科の教師はどのようにして「社会科学の問題」を捉えていったらよいのであろうか。

（ 3）社会科教師の専門性

　前掲の討論会の席上、社会科の出現に伴い、小学校教師の中では社会科に対して消
極的な者のも多く、そのため社会科の専任が出現しているという現実が現場の教員よ
り報告された。これは戦前の師範学校における教育の欠陥なのだが、そのような現状
を克服するために、社会科を担当する教師には「社会学的な学問」が必要だという意
見が同じく現場の教師より表明された。これに対して、高島は次のように発言してい
る（２7）。

いわゆる社会科専門の先生は僕は出来ないと思うのです。社会科の先生というも
のは社会科学の中で何か一つの経済学、歴史学というように専門を持って、その
専門の立場を中心にして研究もし、児童を指導するほか途がない。社会科そのも
のというのはあり得ない。そうでないと散漫なものになってしまって効果がない
と思う。�そうでなくて社会科学のめいめいの専門において社会科を体験し得る
者を─研究者を作ろう、教育に熱心な人を送り出せば社会科の先生が出来るので
はないかと考えているのです。

　現場の教師は、社会科を教えるためには、社会科の授業内容を全面的にカバーする
「社会学的な学問」を学ぶことが必要であると捉えているの対し、高島はそのような
社会科の全体をカバーするような学問を専門とする教師というのは存在しえないと考
えている。社会科の教師は社会科学のうち一つの個別科学を専門として研究するしか
なく、そのことによって社会科の教師となっていくのではないかと提起した。これは
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高島の一貫した考え方であり、後年においても次のように述べている（２８）。
先生も心かけとしては小学校であっても自分の専門のものを一つもつことが必要
です。社会科学のことで、自分は教育学をやるとか、社会学がいいとかで夫々
やっていくと自然に見方なり方法が出てくると思うのです。今の社会科は本当に
複雑ですから、やはりはっきりした考えの上にはできていないと思うのです。だ
から受けとる方もそのまま順応してしまったのでは、常識に従うことになり、批
判的にとりあげることはできない。そのためには自分で専門をもつ。そして専門
を深めていく態度でいけば、他の分野のことについては知らないかもしれない
が、十年、十五年とやっているうちには、ちゃんと一定のすじ道ができてくると
思うのです。　

　この発言は、先のものが社会科草創期のものであったのに対し、社会科の内容が固
定化してきた学習指導要領の1955年改訂以後であるため、社会科学を常識に対する批
判という側面から捉えることとなっている。これは「現在のところ、社会科は社会生
活に関する健全な常識を教える科目となっているが、社会科学はこの常識を検討し、
体系づけ、科学的な真理にまで高めようとするものである」（２9） という主張が基礎と
なっている。しかし共通するのは、個別科学の研究を続けることにより、「生きた社
会科学」の授業実践を行うことが可能となるという高島の見解である。

3 　その後の展開

　以上のように19４８年 1 月に行われた討論会を中心に、高島の「社会科と社会科学」
をめぐる発言をみてきたが、195０年代後半以降、社会科についての発言は見られなく
なる。そして高島の努力は、「国民の社会科学」の創造に傾注されていく。

国民の社会科学という思想には�これからの日本民族を一つの自主独立の国民と
して再建していくためには、どんな考え方をもち、どんな社会科学をもたねばな
らないか、その筋道を明らかにするという意味（がある）�。私たちはこれまであ
まりにも多くの西洋の社会科学にたよりすぎてきたのではなかろうか。これから
はもう少し私たちの足で立ち、私たち自身の頭で考えるくせをつけなければなら
ないのではなかろうか。�こういう意味で私たちは日本の社会科学というものを
考えてみるべきではなかろうか。

　これは195６年の文章（３０） であるが、先の討論会のなかで日本の社会科学の必要性を
述べたまま、清水にその概要を示すように促されたが、今後の課題とするのみであっ
た日本の社会科学の創造に挑戦することを宣言したものである。19４８年においては、
「民主主義革命」の課題をどうとらえるかが日本の社会科学の創造に大きな意味を
持っていたが、1951年のサンフランシスコ講和以後は、民族の問題が大きな課題とな



－39－

り、「体制と階級と民族への関心は、日本の社会科学者にとっては研究の出発点であ
ると同時に到着点である」（３1） と高島が言うように、高島の社会科学はこの「体制・
階級・民族」（３２） が焦点となっていくのである。
　高島にかわって、「社会科と社会科学」の問題について積極的に発言するようになっ
た社会科学者は高島ゼミナールの出身者である長洲一二（横浜国立大学）である。長
洲は社会科教科書の執筆、或いは日本教職員組合の教研活動への参加をとおして、「社
会科と社会科学」というテーマの研究を深め、多くの論文とともに二冊の著作を発表
した（３３）。これらの研究の中で、もっとも本稿のテーマに接近している「教育学と社
会科学との協力について」（３４） を取り上げて、高島の研究以後のこの問題の展開にふ
れておきたい。
　長洲は、195８年の改訂学習指導要領が示す「系統性」という問題をめぐる状況に触
れたうえで、「文部省流の『系統性』」を批判するためには二つのことが必要だとする。
第一には、「科学的な社会認識」にむかっていく「子どもの認識能力の法則的発展の
問題」を教育専門家が明らかにすることである。現状では、教育学者は学習指導要領
について、個別の社会科学者が行うべき領域の検討に手を煩わして、本来の専門領域
である児童・生徒の「発達段階」の問題の研究が手薄になっているのではないか。第
二には、「系統性ということばは、社会科学そのものの成果の系統性の意味にもちい
られている」が、「子どもたちの社会認識を、あくまでも科学的な思考に近づけてい
くのが社会科本来の任務である」。しかし、「社会科学の分野は、実際には各種の個別
社会諸科学からなりたっている。経済学、政治学、社会学等々。そしてそれぞれにつ
いて、内部にいくつかの学派があり、イデオロギー的な相違ないし対立がある�事柄
はけっして簡単一様ではない」。
　この二つの問題のうち、第二の問題は高島が以前から問題としていた点であるが、
長洲は問題性の指摘にとどまっている。これに続けて長洲が新たに提起したのは次の
ような問題である。

社会科学の体系的な成果を子どもたちの所有物にするには、どんなすじみちをと
おるべきかという難問がある。�できあがった科学の体系を、それに到達するプ
ロセスへの配慮をぬきにして子どもたちに伝達することはできない。�科学の成
果の「系統性」と、これを学習させる教育の「系統性」とは一応別のことである。
�子どもたちには、もちろん科学の到達点の成果をできるかぎり所有させなけれ
ばならぬ。ただ科学の成果が既成の体系的な形でできあがるまでには、その生成
のプロセスがあり、そのプロセスがとおる一定の認識発達の法則がある。�科学
とは、人類史の総体験の凝縮された自覚的形態だということもできるだろう。そ
して教育の仕事とは、ひとりの人間の短い幼少年期に、この人類史の総体験にさ
らに凝縮させた形で参加させ、これをかれの所有物としてやることだともいえる
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だろう。�かれの頭脳のなかでは、この巨大な体験─一般化─体験の総過程が生
きられるのでなければならぬ。現実と理論との相互作用と往復運動を通ずる人類
の科学的認識の発展過程がそこに凝縮され反映していなければならない。だから
子どもたちは、この人類の認識発展過程の到達点としての科学の体系的成果をた
だ受け取るのでなしに、いやそれを受け取ることができるためにも、この総過程
を短時日で自分の体験として通過しなければならないのであり、それゆえに豊か
な体験とその理論化・一般化のプロセスが整理された形で教育のなかに取りいれ
られなければならない。こうした科学的認識の発達過程の法則をしっかりつかん
でおくことは、およそ教育という仕事の土台になるはずである。

　長洲の主張は、「社会科学の成果としての系統性」をめぐるものであり、それを子
どもたちが我がものにするためには、どのようにしたらよいかを「科学的認識の発達
過程の法則」にもとづいて解明したものであるということができる。この主張の要点
は、できあがったものとしての科学の体系性（＝系統性）は、その到達の過程を抜き
にしては学習できないという点にある。それはなぜか。そもそも「科学とは、人類史
の総体験の凝縮された自覚的形態」であり、人類が経験的事実をもとにそれを理論化
し、再び経験的事実と照合することによって正確化し、また法則化してきたものであ
る。だからその習得に当たってはこのような「人類の科学的認識の発展過程」を学び
とることなしには、その成果だけを獲得することはできない。つまり人類の歴史的な
経験を自分の体験として追体験することなしには達成できないのである。だから「系
統性」といっても、「科学の成果」としての「系統性」と、これを学習させる教育の
「系統性」とは別なのである。このような長洲の考え方の基礎には、おそらく生物学
者ヘッケルの「反復説」が大きな影響を与えているであろう。この「反復説」という
のは、ヘッケルによって提起された生物学上の命題で、「個体発生は系統発生をくり
かえす」というものである。人間は一人ひとりの個体の発生過程のなかで、人類の系
統発生を繰り返しているという考え方である。いわば人は個体発生の過程で人類史を
追体験しているということであり、そのような経路をたどるしか個体発生はありえな
い。このような生物学上の命題を、195０年代の「国民的科学」の運動のなかで、研究
者の自己形成の問題として取り上げたのが古生物学者井尻正二である（３5）。井尻は研
究者の発生過程は、その科学の形成過程を追体験していると捉えて、この命題を研究
者の自己形成の問題と関連付けた。そしてさらに、この命題を社会科学の問題として
捉えるよう提案している。長洲の主張がこのような井尻の提言を受けての思索の結果
かどうかは明らかでないが、社会科学の研究の成果（つまり社会法則）を成果の部分だ
け取り上げて、能率よく学習して我がものにする、ということは不可能であることが
初めて根拠をもって説明されたのである。
　では、次の課題となるのが、人類の「豊かな体験とその理論化・一般化のプロセス
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が整理された形で教育のなかに取りいれられなければならない」が具体的にどのよう
に取り入れるか、ということである。これを試みたの社会科学者の内田義彦である。
内田は著書『社会認識の歩み』（３６） のなかで、「社会科学の歴史上の結節点、結節点を、
一人一人の人間のなかで社会科学的認識が成長してくる結節点、結節点と対応させて
考える」ことを試みた。社会科学上において、個体発生は系統発生を繰り返すという
命題を適用したものである。この著作により、社会科学の学習の方法が「整理された
形で教育のなかに取りいれ」るための方策が具体的に示されたのである。しかし、内
田はのちに、これは社会認識の一つの方法であり、これで問題が解決されたわけでな
く「歴史主義」と「論理主義」という面倒な問題が残っていると指摘している。「社
会科と社会科学」という問題においても、問題の半面が解決されたにしろ、もう半面
の問題は残されたのである（３7）。

　以上、高島善哉の発言を中心に社会科学者が「社会科と社会科学」の関係をどう捉
えているのか、その思索のあとを追ってみた。しかし取り上げた論者は高島ら ２ ～ ３
人にとどまっており、「社会科と社会科学」というテーマのうえで何を問題とするか、
という点でも極めて限定的なものとなってしまった。もう少し幅広く問題を捉えるた
めには、取り上げる論者を拡大して検討してみなければならない。またこれら社会科
学者の思索が教育研究者や教師にどのような形で受けとられたを明らかにすることも
大きな課題である（３８）。今後の検討を期したい。
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�　岩波新書、1971年刊（『内田義彦著作集』第 7 巻）。なお内田については杉山光信『戦後

日本の市民社会』（みすず書房、２００1年）などを参照。
�　「歴史主義」と「論理主義」の問題については、井尻正二・見田石介「対論　自然科学と

認識論」（『見田石介著作集』第二巻、大月書店、197６年刊所収）などを参照。
�　おおまかな予想では、これらの社会科学者の営為は、教育界にほとんど影響を与えてな

いように思われる。教育研究者らは独自の社会科学観を、本稿で取り上げた社会科学者
らの影響を受けることなく形成していることとなる。例えば、教育研究者が内田義彦『社
会認識の歩み』を読む場合でも、社会認識の方法、或いは社会科学の方法として取り上
げることは少ないようである。田中武雄『現代社会科教育』（株式会社ルック、199６年）
にあっても主に注目しているのは「社会科用語の二重性」（２４頁）という問題である。


